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2022年 日本の広告費
電通

インターネット広告
3兆912億円

マス4媒体計
2兆3,985億円

マス4媒体合計の広告費とインターネット広告（デジタル広告）の差はより大きくなった

インターネット広告（デジタル広告）費シェアの急速な高まり デジタル広告
市場の現状

TVを抜いた

マス4媒体
合計を抜いた

３兆３,３３０億円

2023年

２兆３,１６１億円

2023年



デジタル広告の種類一覧

ターゲットや予算、
訴求内容等によって
選択

広告種類 面
媒体・メニュー例

（画像・動画等の形式） （主な露出する場所）

運用型 検索連動型広告 ウェブサイト/アプリ Googleリスティング

バナー広告
ウェブサイト/アプリ YDA（Yahoo Display Ads）

SNS Instagram/Facebook、LINE

動画広告
ウェブサイト/アプリ

YDA（Yahoo Display Ads)、

You tube

SNS Instagram/Facebook、LINE

予約型 バナー広告 ウェブサイト/アプリ Yahoo ブランドパネル

動画広告 ウェブサイト/アプリ Abema、Tver

SNS
LINE Talk Head
ViewTwitter

タイアップ広告 記事 ウェブサイト @cosme

（ネイティブ広告） 動画 SNS・アプリ C CHANNEL

85%

１５% 

デジタル広告
市場の現状

支払



デジタル広告媒体費の内訳

広告種類別では検索連動型広告が急伸長

デジタル広告
市場の現状

2022年 日本の広告費
電通



デジタル広告媒体費の内訳

取引手法別では運用型が８５％

＜運用型広告＞
・検索連動型広告、
およびデジタル・プラット
フォーム（ツール）やアド
ネットワークを通じて
入札方式で取引される
広告

＊電通「日本の広告費」

デジタル広告
市場の現状

2022年 日本の広告費
電通



＜背景＞企業や団体における経営効率の追求

■ ターゲティングができる

■ インタラクティブ性が高い

■ 多様なフォーマットが可能

■ 効果が数字で把握しやすい

■ 少ない金額、短い準備期間でプロモーションが組める

デジタル広告
市場の急拡大

デジタル広告の長所

デジタル広告伸長の背景

長所の裏に潜む問題事象の存在

デジタル広告
市場の現状



9

世界で最大級の広告主であるP&GのMarc Pritchard氏が
2017年1月末のIAB [the Interactive Advertising Bureau]
で行ったスピーチ

「恥ずべき詐欺的なメディア群がある。
我々はそれを一掃し、

節約した時間と費用を広告業界全体に再投資して
業界の成長を促す必要がある。

広告の透明性確保は 我々の義務です。」

2017年 P&Gのトップがデジタル広告の課題及び
透明性確保を強く業界に訴えた

問題顕在化のきっかけ 問題の発端と
内容
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ＮＨＫ 「クローズアップ現代＋」
（第一弾 2018年9月：第二弾 2019年1月
第三弾 2019年5月：第四弾 2019年10月）

東洋経済（2017年12月）

日本での課題意識の高まり 問題の発端と
内容



自動化プログラム（Bot）などによって
無効なインプレッションやクリックを発生させ、
広告主から不当に広告収入を得る悪質な行為

水増しされた
露出やクリックも
請求されてしまう

アドフラウド（広告詐欺）とは 問題の発端と
内容
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20か国中、最悪レベルの３．３％（計測対象ベース）
未対策は１３．２％（グローバル）

12出典： Integral Ad Science,  メディアクオリティレポート 第17版

日本のアドフラウドの状況（グローバル比較）

＊IAS＝Integral Ad Science社
（アドベリフィケーションを行うグローバル企業）

問題の発端と
内容
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日本経済新聞朝刊
2023年3月5日朝刊から引用

最近のアドフラウド関連記事

・アドフラウド（広告詐欺）について
被害が拡大している

・構造的にゼロにはなかなかならないが、
対策が急がれる

問題の発端と
内容



海賊版等違法サイト

反社会勢力サイトetc．

アダルトサイト

暴力・違法薬物etc.

２．矛先が広告主に

１．ブランド毀損に

ブランド毀損問題（ブランドセーフティ）とは 問題の発端と
内容

[日本経済新聞より引用]



出典： Integral Ad Science,  メディアクオリティ レポート 第17版

3.7% 5.2%

日本

日本のブランド毀損（ブランドセーフティ）の状況

20か国中、最悪レベルの５．２％
グローバル平均は１．６％

問題の発端と
内容



読売新聞 2021年３月７日朝刊から引用

・違法サイトや問題サイトへの掲出は
ブランドイメージを傷つけることに

・緊急対応が求められるとともに
普段のリスク回避対応レベルが問われる

ブランド毀損（ブランドセーフティ問題）関連の報道ブランド毀損（ブランドセーフティ）関連記事 問題の発端と
内容



マス媒体や
初期のデジタル広告は
②から④を1社のなか
で行っている

デジタル広告を出稿するうえで認識すべきこと １

掲載先メディアは掲載する広告をコントロールしていない（運用型広告の場合）

問題発生の
背景



広告主 広告会社 媒体媒体媒体媒体

デジタル広告出稿の流れの変化（１）

デジタル広告を出稿するうえで認識すべきこと ２ー１ 問題発生の
背景

商流が複雑で関与者の把握が難しい

マス広告をはじめとする予約型はシンプルだった



広告主 広告会社

媒体

媒体

媒体

媒体

A

B

D

アドネット
ワーク業者
アドネット
ワーク業者

C

アドネット
ワーク 業者

アドネットワーク
＝デジタル広告のサイトを多数集めた広告配信ネットワーク

デジタル広告出稿の流れの変化（２）

デジタル広告を出稿するうえで認識すべきこと ２ー２ 問題発生の
背景



媒体

媒体

媒体

媒体

A

B

D

C

アドネット

ワーク業者

アドネット

ワーク業者

アドネット

ワーク業者広告主 広告会社
アド
エクスチェンジ

アドエクスチェンジ
＝複数のメディアやネットワークから
入札方式で広告在庫を購入する仕組み

デジタル広告を出稿するうえで認識すべきこと ２ー３

デジタル広告出稿の流れの変化（３）

問題発生の
背景



DSP

SSP

SSP

媒体

媒体

B

C

アドネット

ワーク業者

アドネット

ワーク業者

アドネット

ワーク業者
広告主 広告会社

アド
エクスチェンジ

データエクスチェンジ
＝ユーザーの属性や行動履歴などの
オーディエンス・データを事業者間で
交換する仕組み

デジタル広告を出稿するうえで認識すべきこと ２ー４

デジタル広告出稿の流れの変化（４）

問題発生の
背景

データ
エクスチェンジ

（オーディエンス・データ）

媒体

A

媒体

D



媒体

媒体

媒体

媒体

A

B

D

C

アドネット

ワーク業者

アドネット

ワーク業者

アドネット

ワーク業者広告主 広告会社

SSP

SSP

SSP

SSP

アド
エクスチェンジ

DSP

ＤＳＰ
＝デマンドサイド（広告主、広告会社）が広告を出稿
するためのシステムで、掲載面や価格、ターゲットなど
設定した条件に合致した広告枠を自動的に買付け
広告を配信する

ＳＳＰ
＝サプライサイド（メディア）が広告枠の
販売の効率化や収益の最大化を計る
ためのシステム

デジタル広告を出稿するうえで認識すべきこと ２ー５

デジタル広告出稿の流れの変化（５）

問題発生の
背景

データ
エクスチェンジ

（オーディエンス・データ）



取引に関係するプレイヤーが増え、ルートも複雑に（カオスマップ2015）

デジタル広告を出稿するうえで認識すべきこと ２ー6

デジタル広告出稿の流れの変化（6）

問題発生の
背景



＜マス広告の当たり前＞

・どこに、いつ出るかは事前に
分かっている

（３日の〇〇新聞朝刊に。5日19時からの
□□テレビのドラマ枠で）

・どのように出るかも分かっている
（女性誌Ａの目次対向カラー１ページ。

ドラマ番組枠内30秒で）

・どのメディアにどの広告会社経由
なのかあらかじめ決まっている
（広告主⇒△△社⇒●●社）

広告がどこに出ているかわからない

広告がどのように出ているかわからない

どのプレイヤーがどう関わっているかわからない

＜デジタル広告で起きがちな状況＞

マス広告の常識は通用しないと考えた「高いリスク対応意識」が必要

掲載におけるマス広告とデジタル広告の違い



ブロックリスト

セーフリスト

ＰＭＰ（プライベートマーケットプレイス）

アドベリフィケーションツールの導入
（IAS、DoubleVerify、CHEQ、Spider Labs等）

対応策（広告主の観点）

掲載したくない配信先をリストアップ

掲載したい配信先をリストアップ

媒体社と広告主を限定したクローズな広告の取引市場

対応策

マンパワーや
費用が必要



デジタル広告の課題にきちんと向き合い、
問題のある広告露出にならないよう
対策を講じている事業者を

広告主が簡単に選ぶことができる仕組みを作れないか

⇒JICDAQの設立（2021年3月）

対策を打つための人もコストもない

対策にコストをかけられない広告主もリスクを減らせるように

（広告主が）安心して取引できる事業者を分かりやすく

対応策



一般社団法人 デジタル広告品質認証機構（JICDAQ）

Japan Joint Industry Committee for Digital Advertising Quality & Qualify

⇒JICDAQ

JAA（日本アドバタイザーズ協会）、JAAA（日本広告業協会）、JIAA（日本インタラクティブ
広告協会）が、デジタル広告市場における品質課題（広告詐欺、ブランド毀損等）を
解決することで、市場の健在な成長を目指して立ち上げた認証機構

・2021年3月設立
4月事業開始

・代表理事は
JAA中島専務理事

JICDAQとは 対応策



デジタル広告の掲載品質に関わる業務プロセスの認証基準を制定のうえ、

それに沿った業務を行っている事業者（広告会社、メディア企業、広告取引仲介企業等）の

業務品質を認証し、事業者名を公開することで

デジタル広告の掲載品質向上に取り組んでいる事業者を明確にする

＜品質認証の対象ジャンル＞

アドフラウドを含む
無効トラフィックの排除

広告掲載先品質に伴う
ブランドセーフティの確保

JICDAQの行うこと

＊「無効トラフィック」には悪意のあるアドフラウド（広告詐欺）以外に、検索結果順位の算出などのために必要な
トラフィックも含まれる。ただし、悪意はないとはいえ、「人が見ていない」という点では広告的には無価値ゆえ、
これらも含んで排除を求めている

対応策



検証のための提出物：ポリシー、契約書・同意書、業務マニュアル・業務フロー図、組織体制図など

＜参考＞認証基準（無効トラフィック）



＜参考＞認証基準（ブランドセーフティ）

検証のための提出物：ポリシー、契約書・同意書、業務マニュアル・業務フロー図、組織体制図など



１．広告購入者
・広告会社

２．広告取引仲介事業者
・DSP、SSP、アドネットワーク、アドエクスチェンジ等

３．広告販売者
・媒体事業者

４．広告配信・計測事業者

◆JICDAQに登録し、認証を受ける事業者
（JICDAQ登録料・認証料＋ABC協会検証料）

登録 検証 認証
JICDAQJICDAQ ABC協会

登録事業者と認証までの流れ

・第三者検証
・海外認証
・自己宣言 検証料（毎年）登録料（毎年） 認証料（毎年）

対応策



事業者登録（登録、検証、認証料すべて有料。合計で年間約100万～150万円）

・202４年３月１日時点
■認証 1６４社・3６４認証（検証終了後、JICDAQ審議委員会で認証審議）

■登録 1８４社
＊認証取得済み事業者（1６４社）に、認証獲得を目指している事業者を加えた数

■賛助登録 ３社(ビデオリサーチ社、ニールセンデジタル社、インテージ社）

＊毎月1日サイト更新

認証ロゴ（無効トラフィック対策） 認証ロゴ（ブランドセーフティ）

JICDAQ登録/認証事業者の現在登録事業者・認証事業者数 対応策



業界健全化に向けJICDAQが目指すフロー 対応策



発注者である広告主の意識の変革と知識の充実

登録アドバタイザー

サポート官公庁制度

■ デジタル広告に関する知見の提供機会（無料）

１．デジタル広告基礎講座（年2回）

２．リスクマネジメントセミナー（年２回）

３．JICDAQイベント招待

４．メールマガジンによる情報提供

・広告主企業対象（現在１３３社）
・２０２１年４月スタート
・JICDAQの趣旨に賛同
・原則として、JICDAQ登録・認証事業者に
広告を発注することを強く推奨
・登録は無料
・JICDAQサイトに社名掲載（現在は133社）

・官庁、自治体対象（現在２自治体）
・２０２２年１２月スタート
・官公庁のデジタル広告出稿に関する知見を
サポート
・登録は無料
・JICDAQサイトに省庁、自治体名掲載
（現在は東京都、我孫子市）

広告主に向けての啓発活動と枠組み作り

・制度の認知が広がっていない
・担当部門が明確でなく、当事者がいない
・新規案件ゆえ、内部調整がしにくい

対応策

広がらない要因（仮説）



アドバタイザー登録企業一覧①（３月１日時点 13３社）
対応策



アドバタイザー登録企業一覧②（３月１日時点 13３社）
対応策



解決に向けた３つの課題 解決に向けた課題

１．問題を知らない

２．解決できる人に伝わっていない

３．「良い広告活動」の変質



無効トラフィック ブランドセーフティ（％） （％）

（ ）は前年スコア

デジタル広告課題の認知

広告主企業の認知が一番低い

JICDAQ調査（2023年７月）

解決に向けた課題



ブランドセーフティ無効トラフィック
（％） （％）

（ ）は前年スコア

デジタル広告課題の対策状況

対策も広告主企業が一番遅れている

JICDAQ調査（2023年７月）

解決に向けた課題



広告主サイドの課題[トップ関与の必要性]

現場は単価ダウンのみを追いかけがち。
現場レベルでは会社の評判悪化やブラ
ンドイメージの低下懸念に考えが及ば
ないことも

現場の部門では対策コスト（マン
パワー含む）の捻出・確保が
なかなか難しい

経営層レベルでの大所高所からの判断や後押しが必要

解決に向けた課題



リーチ 受容性

CPC（クリック単価）、CPA（獲得単価）のみを判断材料とせずに、
広告の目的や真の効果（広告受容）なども考慮した判断が必要

受容性を高めるクリエイティブ
受容性を高める掲出環境
受容性を高めるタイミング

購入した分の露出量が掲出される
購入前に約束した形で露出する

「広告」の原点に立ち戻った出稿の視点が必要

「リーチ効率の良さ・クリック単価のみ」が、高い広告効果でなく、
広告到達の「質的側面」を大切にしないといけない

解決に向けた課題



ご清聴ありがとうございました


